
今
回
の
登
場
人
物

Ａ
さ
ん
（
女
性
）
は
、

高
校
を
卒
業
し
て
す

ぐ
に
民
間
企
業
へ
正

社
員
で
就
職
。
し
か

し
、
バ
ブ
ル
不
況
に

翻
弄
さ
れ
、
勤
務
先

が
倒
産
。

三
十
歳
で
無
職
と

な
り
、
そ
の
後
三
十

二
歳
で
結
婚
。
夫
は

公
務
員
で
、
い
わ
ゆ

る
専
業
主
婦
と
し
て

五
十
九
歳
ま
で
過
ご

す
、
と
い
う
設
定
で

す
。そ

れ
で
は
、
Ａ
さ

ん
の
三
十
二
歳
か
ら

の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

と
年
金
制
度
と
の
か

か
わ
り
を
見
て
行
き
ま
し
ょ
う
。

今
回
も
図
か
ら
ご
覧
く
だ
さ
い
。

Ａ
さ
ん
は
、
三
十
二
歳
に
結
婚
、

そ
の
後
五
十
九
歳
に
離
婚
し
ま
す
。

結
婚
と
同
時
に
夫
の
扶
養
家
族
と

し
て
五
十
九
歳
ま
で
過
ご
す
Ａ
さ

ん
は
、
三
十
歳
退
職
後
に
加
入
し

た
国
民
年
金
第
一
号
被
保
険
者
か

ら
国
民
年
金
第
三
号
被
保
険
者
に

切
り
替
わ
り
ま
す
。

ま
た
、
五
十
九
歳
離
婚
時
に
は
、

国
民
年
金
第
一
号
被
保
険
者
に
戻

り
ま
す
。
今
回
の
二
つ
の
理
由
で

は
、
夫
の
加
入
す
る
共
済
組
合
が

切
替
え
の
手
続
き
を
行
な
い
ま
す

の
で
、
Ａ
さ
ん
が
切
替
え
の
手
続

き
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

国
民
年
金
第
一
号
被
保
険
者
に

戻
る
と
、
国
民
年
金
保
険
料
を
納

付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
保
険

料
の
納
付
が
難
し
い
と
き
の
免
除

申
請
は
、
自
分
で
行
わ
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
の
で
、
注
意
し
て
く

だ
さ
い
。

Ａ
さ
ん
は
、
離
婚
に
つ
い
て
夫

と
話
し
合
い
の
末
、
財
産
分
与
の

ほ
か
に
離
婚
時
の
年
金
分
割
（
※
）

を
行
な
う
こ
と
で
合
意
し
ま
し
た
。

こ
の
離
婚
時
の
年
金
分
割
は
、

Ａ
さ
ん
が
夫
の
加
入
す
る
共
済
組

合
で
手
続
き
を
行
な
い
ま
す
。

Ａ
さ
ん
は
一
〇
代
か
ら
厚
生
年

金
保
険
に
一
年
以
上
加
入
し
、
保

険
料
の
納
付
と
免
除
の
期
間
が
三

百
月
以
上
あ
る
の
で
、
六
十
歳
か

ら
年
金
受
給
権
が
発
生
し
ま
す
。

今
回
、
Ａ
さ
ん
が
離
婚
時
の
年

金
分
割
手
続
き
を
行
な
う
と
、
Ａ

さ
ん
が
六
十
五
歳
か
ら
受
け
取
る

年
金
額
に
影
響
し
ま
す
。
も
し
仮

に
、
Ａ
さ
ん
に
年
金
受
給
権
（
年

金
を
受
け
取
る
権
利
）
が
無
け
れ

ば
、
こ
の
年
金
分
割
の
効
果
は
ま
っ

た
く
あ
り
ま
せ
ん
。

次
回
は
、
Ｂ
さ
ん
の
ラ
イ
フ
・

イ
ベ
ン
ト
と
年
金
制
度
と
の
関
わ

り
を
ご
紹
介
し
ま
す
。
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登
場
人
物
Ａ
さ

ん
の
そ
の
後

二
大
イ
ベ
ン
ト
発
生
！

昨
年
に
引
き
続
き
、
国
民
年
金
・
厚
生
年
金

保
険
・
共
済
年
金
（
公
的
年
金
制
度
）
と
ラ
イ

フ
ス
テ
ー
ジ
と
の
関
係
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

３２歳
（結婚・夫は公務員）

国民年金に引続き加入 （第３号被保険者）

保険料納付は無し

国民年金へ切替え（第１号被保険者）と

同時に保険料免除申請を行なう

厚生年金保険加入分で計算した年金を
受け取り始める

共済組合分と国民年金加入分で計算した
年金も加算される

注）Ａさんに起こるアクシデントは、架空の出来事です

（※）離婚時の年金分割とは

平成１９年４月以後に離婚し、一定の要件を満たす場合に、婚姻期間中の厚生年金や共済組合の加入期間

を分割して、それぞれ自分の年金とすることができる制度です。

５９歳
（離 婚）

６５歳

（年金額が大きく変わる）

６０歳

（年金受給スタート）

分
割
請
求
の
効
果
は
？



『
過
労
死
等
防
止
対
策
推
進
法
』

に
よ
り
、
昨
年
九
月
三
十
日
に
厚

生
労
働
大
臣
を
本
部
長
と
す
る

「
長
時
間
労
働
削
減
推
進
本
部
」

が
設
置
さ
れ
、
「
過
重
労
働
等
撲

滅
チ
ー
ム
」
「
働
き
方
改
革
・
休

暇
取
得
促
進
チ
ー
ム
」
「
省
内
長

時
間
労
働
削
減
推
進
チ
ー
ム
」
の

三
チ
ー
ム
に
よ
る
働
き
方
の
見
直

し
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

そ
こ
で
「
働
き
方
改
革
・
休
暇

取
得
促
進
チ
ー
ム
」
で
は
、
平
成

二
十
七
年
一
月
に
都
道
府
県
労
働

局
に
「
働
き
方
改
革
推
進
本
部
」

を
設
置
し
、
企
業
の
自
主
的
な
働

き
方
の
見
直
し
を
推
進
す
る
こ
と

と
な
り
ま
し
た
。

企
業
経
営
陣
に
対
し
て
、
仕
事

の
進
め
方
の
見
直
し
に
よ
る
時
短

や
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進
な

ど
働
き
か
け
る
予
定
で
す
。

他
方
、
「
過
重
労
働
等
撲
滅
チ
ー

ム
」
で
は
、
①
一
か
月
あ
た
り
百

時
間
超
の
残
業
が
行
わ
れ
て
い
る

事
業
場
等
に
対
す
る
監
督
指
導
の

徹
底
、
②
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ

る
情
報
監
視
、
③
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス
対
策
の
強
化
、
を
実
施
す
る
予

定
で
す
。

今
回
着
目
す
べ
き
点
は
、
②
で

す
。
厚
生
労
働
省
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
上
の
求
人
情
報
等
を
監
視
し
収

集
し
、
そ
の
情
報
を
労
働
基
準
監

督
署
に
よ
る
監
督
指
導
等
に
活
用

さ
れ
る
こ
と
で
す
。
平
成
二
十
七

年
一
月
よ
り
試
験
的
に
実
施
さ
れ

ま
す
。

十
三
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有

期
事
業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
源
泉
徴
収
税
額
・
住
民
税
特
別

徴
収
税
額
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

二
十
日

○
特
例
に
よ
る
源
泉
徴
収
税
額
の

納
付
（
前
年
七
月
～
十
二
月
分
）

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

二
月
二
日

○
労
働
者
死
傷
病
報
告
の
提
出

（
休
業
四
日
未
満
、
十
月
～
十
二

月
分
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
労
働
保
険
料
の
納
付
（
延
納
第

三
期
分
）
［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
法
定
調
書
（
源
泉
徴
収
票
・
報

酬
等
支
払
調
書
・
法
定
調
書
合
計

票
）
の
提
出

［
税
務
署
］

○
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
（
一

月
一
日
現
在
の
も
の
）［

市
区
町
村
］

○
個
人
の
道
府
県
民
税
・
市
町
村

民
税
の
納
付
（
第
四
期
分
）

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

本
年
最
初
の
給
料
の
支
払
を
受
け

る
日
の
前
日
ま
で

○
給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除
等
申

告
書
の
提
出

［
給
与
の
支
払
者
］

○
本
年
分
所
得
税
源
泉
徴
収
簿
の

書
換
え

［
給
与
の
支
払
者
］
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年
金
の
受
給
資
格
期
間
を
二

十
五
年
か
ら
十
年
に
短
縮
す
る

「
受
給
資
格
期
間
の
短
縮
」
と

低
所
得
の
年
金
受
給
者
に
月
五

千
円
（
年
六
万
円
）
を
支
給
す

る
「
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
」

が
、
消
費
増
税
と
共
に
延
期
さ

れ
ま
し
た
。
『
財
源
の
確
保
困

難
』
が
そ
の
理
由
と
か
。

政
府
の
掲
げ
た
「
社
会
保
障

の
充
実
」
は
、
い
ず
こ
に
？

（
ぎ
ん
）

一
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-571-8611

〒601-1456
京都市伏見区小栗栖南後藤町6-26-203

編
集
後
記

Ｑ 先日、子育てに関係するシンボルマークとし

て「くるみんマーク」を知りました。介護に

関係するシンボルマークはありますか。

Ａ 昨年の１月に厚生労働省が公募し、決定した

シンボルマークがあります。「トモニン」と

いう愛称で発表されています。「仕事と介護を両立

できる職場環境」の整備促進のために設定されまし

た。

親や家族などの介護を行なうために、やむを得ず

退職する介護離職が年々増加しています。介護を行

なう労働者は、勤務先の中で中核的人材として活躍

していることも多く、企業等にとっても大きな痛手

となっています。

そこで、厚生労働省は、仕事と介護を両立できる

職場環境の整備促進に取り組むことを示すシンボル

マーク「トモニン」を作成

して、仕事と介護を両立し

やすい職場環境の取組への

関心と認知度を高め、介護

離職を防止するための企業

等の取り組みを推進してい

ます。

仕事と介護の両立シンボルマーク

新
た
な
取
り
組
み

ネ
ッ
ト
を
利
用
し
て


